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新しい時代を切り拓く実践経営情報紙 

テレワーク時代の社内コミュニケーションに役立つ！ 
人事マネジメントにも活用できる「社内通貨」 

 
暗号資産と聞けば、投機の対象と思いがち。しかし、その基礎技術であるブロックチェーンは、

人事マネジメントにも役立てることができる。最近、さまざまな企業で導入している「社内通貨」

がそれだ。 

たとえば、半導体製造装置メーカーのディスコは、社内通貨で仕事の対価を定量化。あらゆる

業務や備品などの社内サービスを社内通貨で値付けすることで、モチベーション向上やスキルア

ップを促している。さらに、各自の人件費相当額を支出として計上する仕組みとしているため、

時短勤務のしやすさや残業抑制の推進にもつながっているという。 

社内コミュニケーションを円滑化する手段として活用しているのが、クラウドソリューション

やマーケティング支援を展開するオロ。面と向かって言いにくい感謝の気持ちを伝える手段とし

て社内通貨を社内で流通させている。貯まった通貨はMacBook Airなどのアイテムに交換できる

仕組みだ。オロの取り組みが興味深いのは、誰が誰に送ったのかわからないこと。しかし、コメ

ントは添えなければならない。つまり、忖度や遠慮のない“むきだしの思い”が伝えられるとい

うわけである。喜びとやりがいが積み上がるとともに、「感謝される仕事」をするモチベーショ

ンにもなるだろう。 

テレワークで対面が少なくなっても社内コミュニケーションが深められるばかりか、人事マネ

ジメントの深化も見込める社内通貨。多少のコストが必要なのはデメリットだが、組織力の向上

を目指すならば、検討する価値はあるのではないか。 

 

 

新型コロナ、事業所の納税１年猶予 
個別の事情がある場合にも納税猶予 
 
国税庁は、新型コロナウイルス感染症の影響により、国税を一時に納付することができない場

合、税務署に申請すれば、法令の要件を満たすことで、原則として１年以内の期間に限り、納税

を猶予すること、また、新型コロナウイルス感染症に感染した場合など、個別の事情がある場合

にも、納税の猶予が認められる場合もあることを明らかにしている。上記の要件とは、(1)国税を

一時に納付することにより、事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがあると認められる

こと、(2)納税について誠実な意思を有すると認められること、(3)換価の猶予を受けようとする

国税以外の国税の滞納がないこと、(4)納付すべき 国税の納期限から６ヵ月以内に申請書が提出

されていること、(5)原則として、担保の提供があること、の全てに該当することとしている。 

猶予が認められると、原則、１年間猶予が認められ、状況により更に１年間猶予される場合が

ある。猶予期間中の延滞税の一部が免除され、財産の差押えや換価（売却）が猶予される。また、

新型コロナウイルス感染症に納税者や家族が感染し医療費や治療費等がかかる場合を始め、事業

所で社員が感染し、消毒作業で備品や棚卸資産を廃棄した場合や感染の影響で事業をやむを得ず

休廃業した場合、感染拡大で利益が減少等し、著しい損失を受けて国税を一時に納付できない場

合など、新型コロナウイルス感染症に関連するようなケースに該当する場合は、納税の猶予が認

められる。 

 


